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（一社）日本建材・住宅設備産業協会（建産協）の概要

■建産協とは

建材・住宅設備メーカー、関係団体等を会員とする業界団体。多種多様な建材・
住宅設備の業界全体の発展と社会的プレゼンスの向上のため、業界の横断的課題や
個々の企業・団体では対応が困難な課題に取り組むとともに、業界を代表し先導す
る役割を担っています。

■沿革
1949年 (社)日本建設材料協会として発足
1988年 (社)日本建材産業協会に改組
2005年 (社)日本建材・住宅設備産業協会

に改名
2012年 (一社)日本建材・住宅設備産業協会

に移行

■会員
総会員数：１０８
正会員 ：８４（企業：４８、団体：３６）
賛助会員：２４（企業： ６、団体：１８）

■主要事業
・グリーン建材の国際標準化事業
・IoT住宅の安全規格開発事業
・リフォーム推進事業
・カタラボ事業（建材・住宅設備のデジタ
ルカタログサイト）

・ZEH・断熱材の普及促進事業
・品質・環境事業

■体制
会長：億田正則（大建工業㈱社長）
正副会長会社：AGC、三協立山、大建工業、

TOTO、パナソニック、LIXIL、YKK AP
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クリーンウッド法登録木材関連事業者（第2種）：建材住設メーカー 8社、プレハブ住宅メーカー 2社
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１．法令内容の理解・情報収集・運用への提案
• 当該法令案の読み込み、海外木材法令（EU木材規制、USレイシー法等）の理解
• グリーン購入法、林野庁ガイドラインなどの類似法令・運用の理解
• オフィス家具協会、住団連等の関連団体との意見交換
• 実状に即した運用提案、Q&Aへの掲載要望

２．建材・住宅設備機器の「木材等」の明確化
• 「木材等」の加工・販売＝第2種木材関連事業者 となる。
• 「家具等の物品」の定義・判断基準の検討
• 家具に関するガイドライン（平成29年5⽉23⽇ 経産省）への協力

３．合法性情報の伝達（カタログ等の表示）手法の提示
• 建材・住宅設備メーカーのためのクリーンウッド法運用ガイド 制定

４．会員への周知、取組の促進、ガイドラインの普及
• 説明会の開催 ・ 建設会社・住宅会社等からの質問への対応

合法伐採木材法運用協議会の課題・活動

2016年6月7日 協議会発足 （11社・7団体・オブザーバー（経済産業省））
2017年9月8日 「運用ガイドライン」制定（リビングアメニティ協会と連名）
2017年10月12日 会員向け説明会
2017年11月6日 第21回WGをもって活動休止中
※対象物品が不明瞭な時に発足したため、メンバーに非木材関連事業者、住宅会社を含む。
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合法木材伐採法に関する書類

○○建材株式会社

○○事業部

製品：収納 ○○シリーズ

１－１．当該製品は合法伐採木材法 ６
条１項に基づく確認を行いました。

１－２．合法伐採木材等であることを確
認しました。

２．登録木材関連事業者 123-456

（登録している場合）

■建産協の第2種木材関連事業者の責務と円滑な運用への課題

LVL

合板

MDF

書

各サプライヤーの資材

書

書

不要

「家具等の物品」加工・販売

書類の
作成

書

法６条１項３号 譲渡時の措置

○書類の提供

・法６条１項の確認を行った旨

・合法性の確認ができた旨

（登録事業者等の場合）

・登録木材関連事業者、その他の認
証・登録を受けている旨

受取書類
の保存

○記録の管理

下記を５年間保存

・確認に関する記録

・提供を受けた書類

法６条１項４号 記録の管理

顧客

流通
住宅会社等の
第2種木材
関連事業者

※書類は電磁的記録を含む

確認記録
の保存

○体制の整備

・分別管理 ・責任者の設置

法６条１項３号 譲渡時の措置

○書類の提供

・法６条１項の確認を行った旨

・合法性の確認ができた旨

（登録事業者等の場合）

・登録木材関連事業者、その他の認
証・登録を受けている旨

提供書類
の作成

書類の
提供

書類の
提供

顧客も書類を
5年保管。木材等
は明確にすべき。

法33条の立入検
査や報告徴収の

対象は？

合法性の表記を
業界で統一して

欲しい

課題１：「木材等」の明確化 課題２：表記の統一 課題３：カタログ等での情報提供

対象外の製品
も同じカタロ
グに掲載して

いる

納品書は合法性
を書くスペース
がない/現場で紛
失する可能性

カタログ・HPで
の情報提供は
できないか
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■建材・住宅設備メーカーのためのクリーンウッド法運用ガイド（1/4）

大原則の

行政情報の
レファレンス

2団体で
2017/9/8に
制定

5



2021年10月11日
（一社）日本建材・住宅設備産業協会

■建材・住宅設備メーカーのためのクリーンウッド法運用ガイド（2/4）

「木材等」に
該当しない製
品を列記

購入資材の
合法性確認
の注意

課題１：「木材等」の明確化
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■建材・住宅設備メーカーのためのクリーンウッド法運用ガイド（3/4）

課題２：表記の統一
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木材等：確認済
確認に至らず

製品の仕様に応じた
表記例

木質階段や木質ドア、
樹脂製の棚など：

対象外
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■建材・住宅設備メーカーのためのクリーンウッド法運用ガイド（4/4）

課題３：カタログ等での情報提供
カタログ表記

「クリーンウッド法合法性
確認済」

カタログ・HPを活用した
納品書の確認方法

販売終了後5年間の
情報公開
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■会員企業の表示・情報提供例
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㈱ウッドワンHP
URL：https://www.woodone.co.jp/cleanwood/

パナソニック㈱HP
URL：https://panasonic.co.jp/ls/pibp/activities_cleanwood.html
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■会員企業の表示・情報提供例
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永大産業㈱HP
URL：https://www.eidai.com/profile/enviroment/clean-wood.html

大建工業㈱カタログ
URL：https://www.daiken.jp/pro/etc/cleanwood/



2021年10月11日
（一社）日本建材・住宅設備産業協会

■会員団体の情報提供例

クリーンウッド法の対象外であることの解説

キッチン・バス工業会HP
URL：https://www.kitchen-bath.jp/gouhoumokuzai/index.html
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第1種木材関連事業者からの確実な合法性の情報の提供
• 域内流通では提供された合法性情報に基づいて、自社製品の合法性情報を次の事業
者へ伝達することになる。元になる第1種木材関連事業者の合法性確認が非常に重要。

「木材等」特に「家具等の物品」の範囲の妥当性
• 同じ材質であっても「木質系フローリング」はクリーンウッド法の対象物品になるが「木質
系階段セット」「室内ドア」は対象にならない。これらは同じカタログに掲載される場合も
あり、クリーンウッド法の運用に違和感を持たれる場合もある。

• クリーンウッド法の対象物品はグリーン購入法との整理や消費者等の理解しやすさで見
直しされてもよいのではないか。（ただし「現状で問題なし」の意見も多い）

• 対象物品の変更があるならば、カタログ・HP等の改訂する猶予期間を要望する。

登録木材関連事業者のメリットと市場の関心の薄さ
• クリーンウッド法や合法性に関する顧客からの問合せがなく、建材メーカーが特に問題
がないと認識しているのは、市場の関心の薄さの反映とも言える。

• 登録木材関連事業者になっても登録料・更新料・手間に対してメリットが感じられない。
登録を推進するなら、消費者の認知アップと併せて明確なインセンティブがある仕組み
も必要ではないか。

登録実施機関の事業継続
• 登録実施機関が1社、事業の廃止を表明しているが、登録が引き継がれるのか等は明
らかになっていない。登録木材関連事業者が不利益を被らない措置を要望する。
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■第2種木材関連事業者（建材・住宅設備）から見た課題
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（一社）日本建材・住宅設備産業協会〈参考〉■グリーン購入法の環境物品との比較

パーティクル
ボード・繊維板

合板型枠

リサイクル
100％木質：

トイレット
ペーパー・
ティッシュ
ペーパー

木材・プラス
チック再生複
合材製品

グリーン購入法（国等の環境物品の調達）

クリーンウッド法
（「木材等」の製造・販売等）

木材：
間伐材（小径丸太）、
製材（ひき材・角材）
合板・LVL・集成材・CLT

家具、紙等の物品：
コピー用紙、フォーム用
紙、インクジェットカ
ラープリンター用塗工紙、
印刷用紙
木質系フローリング
木質系セメント板

木材：
小径でない丸太
単板・突き板
木質ペレット・チップ状
又は小片材の木材

家具、紙等の物品：
木材パルプ
ティッシュペーパー・ト
イレットペーパー
木質系サイディング
中間工程品

オフィス以外家具
（木材50％で判断）

オフィス家具
ベッドフレーム

文具

役務、非木材（再生プラ等）、省エネ製品 等

紙
木質

非木質

H18林野庁ガイドライン取組が要件

キッチン、システムバス、
洗面化粧台
階段、室内ドア、天井材 等

※アンダーラインが建産協関連製品
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